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働き方改革関連法の施行に向けた取組・支援について

１ 都道府県労働局・労働基準監督署等における対応

（1）施行に向けた支援体制
① 全ての労働基準監督署に労働時間相談・支援コーナーを設置するとともに、

特別チームを編成し、労働時間相談・支援班により、改正労基法等の周知を
中心とした説明会や個別訪問などのきめ細やかな相談・支援等を実施している。

② 特に、36協定に関する改正労基法、改正規則及び指針については、
その円滑な施行に向けて、36協定等の各種届出が届けられた際の労働
基準監督署の窓口における周知のほか、あらゆる機会を通じて事業主等
に対して周知を図っている。

（２）都道府県における協議会（※）の開催
① 労働施策総合推進法第10条の3に基づく協議会を、平成30年12月までに

全都道府県で開催。

② 中小企業が働き方改革に適切に対応できるよう、協議会の構成員による取組を要請。

（※）地域の実情に即した働き方改革を進めるため、地方公共団体、中小企業者団体、
労働者団体等を構成員とする協議会を設置し、連携体制の整備を図るもの。
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２ 周知・支援の推進

（１）働き方改革推進支援センターによる取組
平成30年4月から順次、47都道府県に「働き方改革推進支援センター」を設置。
社会保険労務士など労務管理の専門家を配置し、商工団体と連携を図りながら、中小・小規模事業者をはじめと

する様々な相談にワンストップで対応している。

① 個別相談の実施
・センター窓口等における個別相談・支援

センター事務所内における労務管理等に係る相談・支援を実施
（約9,000件：平成31年１月末現在）

・アウトリーチ型相談支援の実施
個別企業への訪問による相談・支援を実施

（約11,300件：平成31年１月末現在）
・出張相談会による個別相談・支援

商工団体・よろず支援拠点等と連携を図りながら、出張相談会を実施
（約900件：平成31年１月末現在）

② セミナー・説明会の開催
商工団体・よろず支援拠点等と連携を図りながら、働き方改革関連法の改正内容や
助成金活用に向けたセミナーを約2,300回開催。

（参加者約84,000人：平成31年１月末現在）
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２ 周知・支援の推進

（２）多様なルートを通じた周知（関係省庁を通じた周知）
① 働き方改革関連法や支援策に関して厚生労働省が作成した資料について、

関係省庁より関係団体に対して周知を依頼。
※ 社労士会、税理士会、商工団体、金融関係団体、農・漁業関係団体等

② 関係団体において、会員企業、顧問先企業等に対して、SNS配信、会報への同封、
会議・研修会での配布等により周知。

（３）説明会・セミナー等による周知・支援
① 厚生労働省が開催するセミナー・シンポジウム

（平成30年9月～平成31年3月まで：計96回実施）

② 労働局・労働基準監督署による説明会
（約8,700回：平成30年7月～平成30年12月末時点）

③ 働き方改革推進支援センターによる相談・支援
・ 商工団体・よろず支援拠点等と連携してセミナーを開催【再掲】

（平成31年１月末時点で約2,300回実施）
・ 個別企業を訪問してアウトリーチ型の相談・支援等を実施【再掲】

（平成31年１月末時点で約11,300件）
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２ 周知・支援の推進

（４）メディアを活用した周知
① 厚労省Twitter・メールマガジン・インターネット広告（平成30年８月～）

・ 働き方改革推進支援センターについて、厚労省Twitterで周知。

・ バナー広告（改正法、支援策等について周知） （平成31年２月～）

② テレビCM（平成31年２月～）

③ 新聞広告・広報誌（平成30年10月～）※政府広報室・厚生労働省

・ 全国紙、地方紙 計71紙への広告掲載（平成31年１月～）
・ 広報誌「厚生労働」への特集記事の掲載（平成30年10月）

④ ポータルサイト「スタートアップ労働条件」における対応
・ 36協定届等作成支援ツールで36協定届新様式を公開（平成31年２月～）
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２ 周知・支援の推進

（５）使用者団体への要請
① 平成31年2月18日に髙階厚生労働副大臣より、日本経済団体連合会、

日本商工会議所、全国中小企業団体中央会、全国商工会連合会に対して
働き方改革関連法の施行に向けた周知・啓発に係る要請を実施。

② 都道府県労働局より管内の使用者団体に対し、同様の要請を順次実施。

（６）労働者団体と連携した周知
① 日本労働組合総連合会が行う「Action!36」キャンペーンについて協賛。

働き方改革を促す大臣メッセージを特設サイトに掲載。

② 各地方連合会が行う同キャンペーンについて、適宜、各労働局において
協賛等の実施。
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（１）周知広報事業
WEB広告、テレビCM、新聞広告等による周知広報を平成31年夏頃から実施

（２）働き方改革推進支援センターの拡充（別添１参照）
働き方改革推進支援センターにおいて実施する、アウトリーチ型相談支援については、厚生労働本省委託
により、「派遣型専門家」（500名程度）を配置し、都道府県域を超えて企業訪問等を実施するよう拡充。

※平成30年度においては各センターに配置された専門家が電話・窓口支援、企業訪問、出張相談等をすべて実施

（３）時間外労働等改善助成金の拡充（別添２参照）
①予算額の拡充 平成31年度予算案6,261,208千円 ← 平成30年度3,501,528千円

時間外労働上限設定コース 平成31年度 2,053,963千円 ← 平成30年度 1,919,015千円
勤務間インターバル導入コース 平成31年度 1,104,767千円 ← 平成30年度 1,027,974千円
職場意識改善コース 平成31年度 97,997千円 ←  平成30年度 128,099千円
団体推進コース 平成31年度 3,004,481千円 ← 平成30年度 426,440千円

②主な拡充事項
・勤務間インターバル導入コースの助成上限額を２倍に引き上げ

勤務間インターバル時間数に応じて、9時間以上11時間未満 80万円 ← 40万円
11時間以上 100万円 ← 50万円

・団体推進コースの予算額を大幅拡充

平成31年度における取組について
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中小企業・小規模事業者等に対する働き方改革推進支援事業

働き方改革推進支援センター

来所、電話・メールによる就業規則の
見直し、賃金制度等に関する一般的な
相談を受付

事業所へ個別訪問を行い、労働時間管理のノウハウや賃金制度
の見直し方等に関するコンサルティングを実施

平成３１年度予定額 ７，６２５，７４３千円（ １，５４６，４４７千円）

働き方改革推進支援センター

商工団体・市区町村等

中小企業・小規模事業者等が働き方改革の意義を十分に理解し前向きに取組むことが重要であるため、47都道府県に
「働き方改革推進支援センター」を設置し、①長時間労働の是正、②同一労働同一賃金の実現、③生産性向上による賃金引
上げ、④人手不足の緩和などの労務管理に関する課題に対応するため、就業規則や賃金制度等の見直し方などについて、
○ 窓口相談や企業の取組事例や労働関係助成金の活用方法等に関するセミナーの実施
○ 労務管理などの専門家が事業所への個別訪問などにより、36協定届・就業規則作成ツールや業種別同一労働同一賃金
マニュアル等を活用したコンサルティングの実施
○ 各地域の商工会議所・商工会・中央会・市区町村等への専門家派遣による相談窓口への派遣
などの、技術的な相談支援を行う。

週１回、商工団体・市区町村への専門家派遣による相
談窓口への派遣

企業の取組事例や助成金の活用方法など
に関するセミナーの実施

専門家へ
依頼

中小企業等

別添１
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時間外労働等改善助成金（拡充）
平成31年度予定額 6,261,208 （3,501,528）千円

団体推進（新規）

時間外労働の上限規制等に対応するため、生産性を高めながら働く時間の縮減に取組む中小企業・
小規模事業者や、傘下企業を支援する事業主団体に対する助成を行う

コース名 助成概要 支給要件 助成率 上限額 助成対象

時間外労働上限
設定コース

予定額
2,053,963千円
(1,919,015千円)

時間外労働の上限設
定を行う中小企業事
業主に対し助成

月80時間を超える等の特別
条項付き36協定を締結し、
現に当該時間を超える時間外
労働を複数月行った労働者が
いる（単月に複数名が行った
場合を含む）中小企業事業主
が、助成対象の取組を行い、
時間外労働の上限設定を行う
こと

費用の３/４を
助成

※事業規模30名
以下かつ労働能
率の増進に資す
る設備・機器等
の経費が30万円
を超える場合は、
4/5を助成

①平成31年度又は平成32年度に有効
な36協定において、時間外労働の
上限を月45時間、年360時間に
設定した場合⇒上限150万円 等
※月45時間を超え月60時間以下の設定
に留まった場合⇒100万円 等

② 更に、週休２日制とした場合、
その度合いに応じて上限額を加算
※４週当たり４日増100万円、３日増
75万円、２日増50万円、１日増25万円

③ 上限額の合計は200万円

労働時間短縮や生産
性向上に向けた取組
①就業規則の作成・
変更

②労務管理担当者・
労働者への研修

（業務研修を含む）
③外部専門家による
コンサルティング

④労務管理用機器等
の導入・更新

⑤労働能率の増進に
資する設備・機器
の導入・更新

⑥人材確保に向けた
取組等

勤務間インター
バル導入コース

予定額
1,104,767千円
(1,027,974千円)

勤務間インターバル
を導入する中小企業
事業主に対し助成

助成対象の取組を行い、新規
に９時間以上の勤務間イン
ターバル制度を導入すること

勤務間インターバル時間数に応じて
・９時間以上11時間未満：80(40)万円
・11時間以上：100(50)万円

職場意識改善
コース

予定額
97,997千円

(128,099千円)

年次有給休暇の取得
促進、所定外労働の
削減等を推進する中
小企業事業主に対し
助成

助成対象の取組を行い、以下
の目標を達成すること
①特に配慮を必要とする労働
者に対する休暇の付与等の
規定を整備すること

②月間平均所定外時間数を
５時間以上削減すること

上限額：100万円

団体推進コース

予定額
3,004,481千円
(426,440千円)

３社以上の中小企業
事業主団体において、
傘下企業の時間外労
働の上限規制への対
応に向けた取組を行
う事業主団体に対し
助成

事業主団体が助成対象の取組
を行い、傘下企業のうち
１/2以上の企業について、そ
の取組又は取組結果を活用す
ること

定額 上限額：500万円
※都道府県又はブロック単位で構成
する事業主団体（傘下企業数が
10社以上）の場合は上限額：
1,000万円

①市場調査
②新ビジネスモデル
の開発、実験

③好事例の周知、
普及啓発

④セミナーの開催
⑤巡回指導、相談
窓口の設置 等

別添２
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